
資料１ 

これからの地域・職域連携推進の在り方に関する検討会  

開催要綱 

 

１  趣旨 

 健康寿命の延伸及び生活の質の向上のためには、地域保健と職域保健が連携し、継続的か

つ包括的な保健事業を展開していくことが不可欠であり、厚生労働省においては、平成 11

年度より生活習慣病予防を目的として地域保健と職域保健の連携の在り方について検討し

てきた。平成 17年３月に、モデル事業の実施とその評価を踏まえ、「地域・職域連携推進事

業ガイドライン」を提示し、都道府県等における地域・職域連携推進協議会の設置及び連携

事業を推進してきた。 

また、平成 19 年３月には、医療制度改革を踏まえた新たな地域・職域連携推進協議会の

役割について、地域・職域連携支援検討会において検討し、地域・職域連携推進ガイドライ

ンの改訂を行い、都道府県等にご活用いただいているところである。 

近年、健康課題は複雑・多様化していることに加え、時代によって変化する価値観や社会

情勢、テクノロジーの発展等を踏まえ、地域保健と職域保健の更なる連携が必要であること

から、「これからの地域・職域連携推進の在り方に関する検討会」（以下「検討会」という）

を開催し、現状を踏まえたガイドラインの改訂も含めて検討する。 

 

２ 検討事項  

（１）健康寿命の延伸のための地域・職域連携の在り方 

（２）地域・職域連携推進事業ガイドライン－改訂版－（平成 19 年３月）における課題の

整理及び改訂 

 

３ 検討会構成員等  

（１）検討会は健康局長が別紙の構成員の参集を求めて開催する。 

（２）検討会には、厚生労働省健康局長の指名による座長を置き、検討会を統括する。 

（３）検討会には、必要に応じ、別紙構成員以外の有識者等の参集等を依頼することができ

るものとする。 

 

４ その他  

（１）検討会は、厚生労働省労働基準局安全衛生部及び保険局の協力を得て、厚生労働省健

康局長が開催する。  

（２）検討会は、原則として公開とする。  

（３）検討会の庶務は、健康局健康課が担当する。  

（４）この要綱に定めるもののほか、検討会の開催に必要な事項は、座長が健康局長と

協議の上、これを定めるものとする。
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